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１ 人口減少の現状と将来推計

出典：岐阜県政策研究会人口動向研究部会（2022年3月）

本県の人口は2005年頃から減少を続けている
2050年には137万人に(2020年から61万人の大幅減）
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岐阜県の人口の推移と将来の見通し

大正9 14  昭和5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 平成2 7 12 17 22 27 令和2 7 12 17 22    27    32

昭和58年(1983年)
人口200万人突破

大正9年(1920年)  
(第1回国勢調査）
1,070,407人

平成17年(2005年)
国調で初の人口減

平成13年(2001年)
2,110,896人

推計値実績値

令和2年(2020年)

1,978,742人

0-14歳 12.3%

15-64歳 57.3%

65歳以上 30.4%

昭和25年(1950年)

1,544,538人

0-14歳 35.6%

15-64歳 58.6%

65歳以上 5.8%

令和32年(2050年)

1,366,447人

0-14歳 10.0%

15-64歳 48.9%

65歳以上 41.1%

(年)

人口構造は大きく変化
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１ 人口減少の現状と将来推計
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昭和25 30 35 40 45 50 55 60    平成2 7 12 17   22 27  令和2     7 12 17 22      27     32

2020年から2050年の30年間で、
現役世代(15～64歳)は47万人減、子ども(0～14歳)は11万人減

出典：国勢調査、岐阜県政策研究会人口動向研究部会 (2022年3月) 注：2020年(令和2年)の年齢３区分人口は、年齢不詳をあん分した不詳補完値による。 2



１ 人口減少の現状と将来推計

自然増減（出生・死亡の差）が2006年からマイナスに転じ、その後、減少幅が拡大
社会増減（転入・転出の差）も2005年以降2024年までマイナスが続いていた
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１ 人口減少の現状と将来推計
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出典：厚生労働省「人口動態統計」

1973年（S48年）

出生数 ３４，６４８人
合計特殊出生率 ２．２４

2024年（R6年）確定数

出生数 ９，８３１人
合計特殊出生率 １．２７

出生のピーク(1960年以降) 出生数はピーク時の

約３割に

（年）

※2010、2015､2020年などの国勢調査年及び2016年以降の出生率は、日本人女性人口を分母として算出されていることに注意。
人口置換水準2.07 は、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」2025年版より引用。

出生率は人口維持に必要な2.07を大きく下回る1.27に
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１ 人口減少の現状と将来推計

就職など職業上の理由による県外流出が、若者、とりわけ若い女性において顕著
であり、人口減少の大きな要因となっている

5

➢ 10代と20代の若年層、特に女性の転出が多くなって
おり、直近10年でその傾向はより顕著になっている。

➢ 「職業上」、「学業上」、「結婚」を契機とした転出が多く
なっている。
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➢ 転出超過を移動地別にみると、隣接する愛知県が最も多い。

➢ 続いて、東京都、神奈川県といった首都圏への転出超過が多
くなっている。

出展：「岐阜県人口動態調査」を基に算出
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出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告年報」（日本人）

移動地別転入転出差の推移（岐阜県・日本人）
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１ 人口減少の現状と将来推計

岐阜県内の在留外国人数：77,301人（2025年6月末）
全国の在留外国人数（3,956,619人）に占める割合は2.0％（全国13位）
県の人口（1,899,238人:2025年7月1日現在）のうち、外国人が占める割合は4.1％

外国人数はリーマンショック後に減少したが、近年は増加傾向
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出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査」



２ 経済分野

県内総生産は約8兆円（2023年度・名目）
国内総生産（ＧＤＰ・約595兆円）の約1.4％に相当
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２ 経済分野

県内総生産のうち最も割合が高いのは製造業（約３割、約２兆円）
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２ 経済分野

産業の担い手となる県内高校の卒業生は、進学を機に県外へ流出

進学者等
12,764人(81.2%)
（大学、短大、専修学校、

公共職業能力開発施設等）

就職者
2,949人        
(18.8%)

県内 23.3％

県外 77.7％

進学先の地域

県内 73.2％

県外 26.8％

就職先の地域

県内高校卒業生（R７.3卒）の進路（n＝1５,７１３人）

出典：文部科学省「学校基本調査（確報値）」（令和７年度）
9



２ 経済分野

県外大学卒業

県内高校卒業生における大学卒業後の進路（R7.3大学卒）

出典：県産業人材課調査結果（令和７年５月）
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県外大学卒業後の岐阜県内へのＵターン就職は、約24％と限定的
また、県内大学卒業後も、３割強が就職を機に県外へ流出

県内(岐阜県)

就職
23.9%

県内大学卒業

県内就職
54.3%

※当調査は県内公立高校卒業生の進学者数が多い大学等を
抽出して実施。（全数調査ではないことに留意）

県外就職
31.5%

その他
14.2%

県外就職
59.7%

その他
16.4%



３ 農業分野

南北に長い、豊かな自然を活かした農林畜水産物を生産
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４ 林業分野

森林
81.1%

森林

その他

【 森林率 】
１位 高知県 83.6%
２位 岐阜県 81.1%
３位 長野県 78.7%
４位 島根県 78.2%
５位 山梨県 78.0%

県土に占める森林の割合（森林率）

出典：林野庁「都道府県別森林率・人工林率」(令和4年(2022年)3月31日現在)

県土の約8割が豊かな森林 森林率は、全国２位！
～豊かな森が清らかな水を蓄える～
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４ 林業分野

（手入れが不十分な森林を放置すると・・・）

・スギ花粉の増加、山地が荒れることによる動物の生息地の減少

・保水力の低下により災害リスクの増大の恐れ

～「植え過ぎの伐らなさ過ぎ」～
戦後に植林された「人工林」の約７割が利用期を迎えている
豊かな森林を守るためには、森林資源の循環利用が必要
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30年以下の人工林
（全体４％）

利用期

出展：岐阜県森林・林業統計書（令和６年度版） 林政課・令和８年３月
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４ 林業分野

日本の森林が抱える課題 「所有者不明で手入れができない」

宅地 農用地 林地 合計

20.8% 23.1% 29.8% 24.0%

登記簿上で所有者不明な土地の割合

出展：国土交通省（令和２年度地籍調査における土地所有者等に関する調査）

林地の約３割が所有者不明

・薪から化石燃料への生活様式の転換や
・安価な外国産材の大量輸入による国産材の
価格低迷により
木材の資産価値が低下

     森林への関心が薄れていく 0

20,000

40,000

60,000

80,000

S35
(1960)

45
(70)

55
(80)

H2
(90)

12
(2000)

22
(10)

R2
(20)

（円/㎥） 日本の木材価格の推移（中丸太）

Peak

上:ヒノキ

下:スギ

原因：登記名義人(土地の正式な持ち主として登録されている人)の更新が行われない

森林を整備しようとする場合、森林所有者の同意が必要。 しかし・・・

なぜ更新されない？
所有者の森林への関心低下が原因・・・
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５ 観光・まちづくり分野

岐阜県には年間約4470万人の人々が観光で来訪

15
長良川鵜飼

下呂温泉

馬籠宿

木曽三川公園

◇県の観光入込客数（実人数）
４，４６９万８千人

◇観光消費額 ４０１３億円

白川郷
２００万人

観光地別の集客数
出典：令和６年（2024年）
岐阜県観光入込客統計調査

奥飛騨温泉郷
６２万人

高山市街
３８７万人

下呂温泉
１０９万人

岐阜公園
１２２万人

土岐ﾌﾟﾚﾐｱﾑ･ｱｳﾄﾚｯﾄ
４７７万人

伊奈波神社
１８０万人

馬籠宿
６６万人長良川鵜飼

８万人
千代保稲荷神社

１２２万人

千本松原・国営木曾三川公園
１１７万人

河川環境楽園
（アクア・トトぎふ含む）

４４５万人



５ 観光・まちづくり分野

岐阜県内に宿泊する外国人はコロナ禍に減少したが、回復し増加傾向

外国人延べ宿泊者数の推移（岐阜県）
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５ 観光・まちづくり分野

アジア圏内からの宿泊者が上位を占める中で、
欧米豪からの宿泊者数も、高い水準にある

国籍別外国人延べ宿泊者数の推移（2025年：岐阜県）
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出典：観光庁「宿泊旅行統計」



５ 観光・まちづくり分野 【県都岐阜市を中心とした岐阜圏域のまちづくり】
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５ 観光・まちづくり分野 【リニアを活用したまちづくり】
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６ 医療・福祉分野

厚生労働省「人口動態統計」

➊ 主要死因別死亡数の割合（岐阜県）

主要な死因は三大生活習慣病（がん、心疾患、脳血管疾患）が4割強
また、医療費は医療の高度化や高齢化等に伴い、増加傾向にある

厚生労働省「概算医療費」

➋ 医療費の推移（岐阜県）
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悪性新生物（がん）, 

6131, 23%

老衰, 3943, 15%

心疾患, 3554, 

14%

脳血管疾患, 

1591, 6%

肺炎, 1115, 4%

不慮の事故, 976, 

4%

腎不全, 465, 2%

大動脈瘤及び解離, 

367, 1%

アルツハイマー病, 

359, 1%

自殺, 309, 1%

その他, 7582, 

29%

死亡総数
（令和6年度）

26,392人



６ 医療・福祉分野

➌ 人口10万人当たり圏域別医療施設従事医師数の推移
（岐阜県）

❹ 人口10万人当たりの診療科別医療施設従事医師数
（岐阜県）

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」

「圏域別の医師数」は岐阜圏域では全国平均と比べ多いが、それ以外の圏域は少ない
「診療科別の医師数」は診療科によって偏りが見られる

※全国値を１００として比較した場合の岐阜県数値
※小児科は１５歳未満人口
※産婦人科・産科は15～49歳女性人口

21厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」



６ 医療・福祉分野

平均寿命：厚生労働省「簡易生命表」 健康寿命：厚生労働省「健康日本21（第二次）推進専門委員会資料」

平均寿命と健康寿命は男女ともに延伸
平均寿命と健康寿命の差（不健康な期間）は拡大傾向
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❺ 平均寿命と健康寿命の差（岐阜県）

＋0.71年

＋0.15年



６ 医療・福祉分野

厚生労働省「介護保険事業状況報告」、R6以降は推計値 岐阜県「第4期岐阜県障がい者総合支援プラン」

❻要支援・要介護認定者数の推移（岐阜県）

要支援・要介護認定者数はR22までは増加し、その後減少に転じる見込み
療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加傾向にある
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❼ 障害者手帳所持者数の推移（岐阜県）



７ 近年の災害発生状況（県内）
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７ 近年の災害発生状況（全国）

25

時間雨量50mmを超える短時間強雨や総雨量が数百ｍｍから千ｍｍを
超えるような大雨が発生し、全国各地で毎年のように甚大な被害が発生。

→気候変動の影響により、水害等の更なる頻発・激甚化が懸念。

出典：国土交通省
「水害レポート2024」

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（アメダス1,300地点あたりに換算した値）



８ 財政の状況

本県の歳出構造は、義務的経費が約７割を占めるなど、硬直的
義務的経費は今後も増加が続く見込み

26

〇人 件 費・・・給与改定などの影響により職員給与費が８５億円増加するほか、定年年齢の段階的な引き上げに伴う退職者数の

増加により、退職手当が１０６億円増加

〇社会保障関係経費・・・高齢化の進展や福祉サービス利用者の増、診療報酬等の改定の影響などにより、３億円増加

※R7.6補に増額した国の医療機関等への給付金支給など特殊要因（１８億円）を除けば、R7比は＋２１億円

〇税交付金・・・県税収入の増加に伴う市町村などへの交付金の増加などにより、１３４億円増加

〇公 債 費・・・令和３年度以降、６年連続の増加となる１４億円の増加

〇投資的経費・・・県立高校の校舎改築工事の完了や、病院再編整備への補助の終了などにより、７４億円減少

〇そ の 他・・・小学校段階給食費の負担軽減と高校授業料の無償化などにより、５８億円増加



８ 財政の状況

過去に県債の償還期間を延長した影響もあり、近年、公債費が増加

〇 Ｈ２０年度より行財政改革の取組みの一環として、県債の償還期間を２０年から３０年に変更したことによる公債
費の引き下げ効果が近年減少していること ⇒ Ｒ７年度から影響額が増加に転じる

各年度の影響額償還期間変更による公債費への影響

27



８ 財政の状況

歳入の7割を占める一般財源は歳出増に見合うほど増加していない状況
そのため基金の取崩しが常態化

28

〇税 収 等・・・県内法人の動向等を踏まえた法人二税の増収や、賃金上昇などの影響による個人県民税の増収、物価高の影響による

                    地方消費税の増収などにより、全体で３５６億円増加

〇地方交付税・・・国の地方財政計画の動向や県税収入の見込みなどを踏まえ、９１億円増加

〇県 債・・・県立高校の校舎改築工事の完了などにより、７億円減少

地方交付税の代替財源である「臨時財政対策債」は、地方財政計画を踏まえ、２年連続発行を行わない。

〇繰 入 金・・・病院再編整備への補助の終了による「地域医療介護総合確保基金」の繰入金の減少や、事業見直しによる

                    「財政調整基金」など財源対策のための基金繰入金の減少などにより、１３６億円減少



８ 財政の状況

老朽化建物の増加 今後、県立学校を中心に多くの建物が再整備の目安となる

65年に到達するため、経費の増加が見込まれる。今後の県有施設の見直し方針の検討が必要

29
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近年の環境変化
に関する参考資料
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9 近年の環境変化に関する参考資料 【サーキュラーエコノミー】

大量生産・大量消費・大量廃棄が一方向に進むリニアエコノミー（線形経済）に
代わって、あらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の

最大化を目指すサーキュラーエコノミーへの移行が進んでいる。

31出典：令和6年12月27日循環経済（サーキュラーエコノミー）に関する関係閣僚会議資料



9 近年の環境変化に関する参考資料 【農業分野】

農業従事者の高齢化が進んでおり、2020年から2030年で農業経営体数は半減見込
また、本県の食料自給率は10年以上に亘って横ばいで推移
このままでは、本県の広大な農地の潜在力を十分に発揮できないおそれがあり、新たな農業の担い手の確保が急務

全国基幹的農業従事者数の年齢構成（令和６年）

2010 2020
2030

（すう勢）

全国 168万 108万 54万

岐阜県 37,287 21,015 10,507*
*2020年数値に国すう勢の減少率を乗じたもの

農業経営体の推移（見通し）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

全　国 39 39 39 38 38 37 38 37 38 38 38

岐阜県 26 26 25 24 25 24 25 24 25 26 27

食料自給率（カロリーベース）の推移

（※R5年度の岐阜県の数値は概算値）

32

※県農政部調べ



9 近年の環境変化に関する参考資料  【農業分野】

10年後の耕作者が決まっていない農用地等の割合は43％
将来の農地を守るため、「大規模経営体」を中心とした構造の見直しが必要
今、農業の在り方を見直す大きな転換期を迎えている

v

※遊休農地など

地域計画に位置付けられた
10年後の作付予定面積：2.6万ha

生産性の
向上等の支援

耕地面積（5.4万ha）

地域計画区域内の農用地等面積（4.6万ha）

10年後の
農地利用
面積等

(イメージ)

従来の大規模経営体等を育成す
るやり方だけでは、将来の農地を守
りきれないのは明らか

大規模農業等を目指
す農家の育成・確保

現在の地域計画で10年後の
作付予定のない面積：2.0万ha
→ うち中山間地域が69％(1.4万ha)

従来のやり方ではどうしても
対応しきれない
→遊休農地の可能性
※小区画な農地等を含む

急激な農業人口減 等
※全体の人口減を上回るスピード

地域計画の10年後の作付け予定面積（2.6万ha）

33



9 近年の環境変化に関する参考資料 【観光分野】

観光分野の人手不足が課題

34

● 慢性的な人材不足は、コロナ禍での離職によりさらに深刻化

● コロナ後の観光需要回復が進むも、全国的な人手不足や観光産業の
     イメージ低下もあり、観光産業の有効求人倍率は、高い水準で推移
      【２０２６年２月「接客・給仕職業従事者」２.1４倍（職業計１.４１倍）】

● 人手不足による宿泊施設の稼働率低下により、今後も増加すると思われ
る観光需要を取り込めないでいる

＜参考＞ 県内観光事業者へのアンケート結果（2024年9月実施）
回答数：154 

「人手不足である」と回答：９１事業者（全体の6割）



9 近年の環境変化に関する参考資料 【デジタル領域の拡大】

5

社会生活、企業活動において、スマートフォン・SNS・クラウド等が浸透・拡大
人々の生活や企業活動に重要・不可欠なデジタル領域が拡大

出典：総務省
「令和7年版情報通信白書」 35



9 近年の環境変化に関する参考資料 【AI利用の現状】

日本における個人の生成AI利用経験や、企業の生成AI活用方針策定状況は、
いずれも2023年度調査より上昇。（他国よりは低い傾向）

出典：総務省
「令和7年版情報通信白書」 36



9 近年の環境変化に関する参考資料 【進展するデジタルがもたらす課題】

デジタル技術が社会経済活動に浸透し、社会基盤として存在感が増す中で、
負の影響も一層大きくなる恐れがある。

37出典：総務省「令和7年版情報通信白書」



9 近年の環境変化に関する参考資料 【ワーク・ライフ・バランス】

デジタル領域の拡大に伴い、
テレワークの普及による暮らしや働き方の変化が進んでいる。

38出典：国土交通省「令和６年度テレワーク人口実態調査－調査結果－」



9 近年の環境変化に関する参考資料 【ワーク・ライフ・バランス】

就業者１人あたりの労働時間が減少し、長時間フルタイムの採用が難しくなるが
子育て中の方や高齢者などの労働参加率は高まる見込み

39出典：パーソル総合研究所×中央大学「労働市場の未来推計2035」

・年間労働時間：167時間減少（2023年実績⇒2035年予測）
・労働力率（労働参加率）：全体的に上昇、特に女性の上昇幅が大きい

（女性60代では2023年実績より20％以上上昇見込）



9 近年の環境変化に関する参考資料 【ワーク・ライフ・バランス】

近年、様々な分野で価値観の多様化が広まり、男性の育児休業も広まって
きている一方で、仕事と子育ての男女間の分担量はいまだ差がある

40

６歳未満の子供のいる妻と夫の仕事関連時間・家事関連時間（週全体）（都道府県別・令和３（2021）年）

出典：厚生労働省「令和7年版男女共同参画白書」



9 近年の環境変化に関する参考資料 【スタートアップ】

少子高齢化・人口減少等により、移動・健康・防災・インフラなど持続可能な地域
の暮らしの課題に直面する中で、スタートアップは、新しい技術やビジネスモデルに

より、地域の社会課題に新しい解決策をもたらしうる存在

41

スタートアップとは、一般に、以下のような企業をいう。
①新しい企業であって、 ②新しい技術やビジネスモデル（イノベーション）を有し、
③急成長を目指す企業

出典：経済産業省「地域の社会課題解決に資するスタートアップへの支援について」



9 近年の環境変化に関する参考資料 （地域幸福度（Well-Being））

政府において、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）2024
」における５つのビジョンの１つとして、

「誰もが活躍できるWell-beingが高い社会の実現」が掲げられた。

42

経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）2024

第１章 成長型の新たな経済ステージへの移行
２．豊かさと幸せを実感できる持続可能な経済社会に向けて
（誰もが活躍できるWell-beingが高い社会の実現）

「賃金と物価の好循環」や「成長と分配の好循環」の拡大・定着を通じて、希望あふれるWell-
beingの高い社会の実現を目指す。

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現 ～「経済・財政新生計画」～
２．中期的な経済財政の枠組み（新たな枠組みと基本的考え方）

意欲のある誰もが自由で柔軟に活躍できる社会を構築する中で、２％の物価安定目標の持続
的・安定的な実現の下、家計の可処分所得が継続的に増加し、潜在的な支出ニーズが顕在化する
「成長と分配の好循環」と、希望あふれるWell-beingの高い社会の実現を図る。

４．改革推進のためのEBPM強化
客観指標と主観指標を併用し経済成長や政策効果を多面的に評価するなど、行政におけるWell-
being指標の活用を促進するとともに、当該指標と各種政策との関係性を整理する。
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